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(57)【要約】
【課題】幅広い現場環境に好適に適用可能であるととも
に、各種建設機械に容易に装着することが可能な建設機
械の後進時衝突防止装置を提供する。
【解決手段】少なくとも建設機械１後方の所定の範囲Ｄ
Ａにおいて物体の存在を検知する側域センサ１０と、前
記建設機械１の走行を停止制御する停止制御手段２０と
、前記停止制御を解除する停止制御解除手段Ｂと、を少
なくとも有し、前記建設機械１の後進時に前記側域セン
サ１０が前記物体の存在を検知したことによって前記停
止制御手段２０により当該建設機械１が前記停止制御さ
れ、前記停止制御解除手段Ｂへの解除操作によって前記
停止制御が解除され得ることを特徴とする。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　少なくとも建設機械後方の所定の範囲において物体の存在を検知する側域センサと、
　前記建設機械の走行を停止制御する停止制御手段と、
　前記停止制御を解除する停止制御解除手段と、を少なくとも有し、
　前記建設機械の後進時に前記側域センサが前記物体の存在を検知したことによって前記
停止制御手段により当該建設機械が前記停止制御され、
　前記停止制御解除手段への解除操作によって前記停止制御が解除され得る
　ことを特徴とする建設機械の後進時衝突防止装置。
【請求項２】
　前記所定の範囲を設定する検知範囲設定手段を有し、
　前記検知範囲設定手段は、前記建設機械の制動能力に応じて当該建設機械後方の検知距
離が設定される検知距離設定手段を備えている
　請求項１に記載の建設機械の後進時衝突防止装置。
【請求項３】
　前記所定の範囲を設定する検知範囲設定手段を有し、
　前記検知範囲設定手段は、前記建設機械後方及び建設機械側方を前記所定の範囲として
設定可能である
　請求項１または２に記載の建設機械の後進時衝突防止装置。
【請求項４】
　前記所定の範囲を設定する検知範囲設定手段を有し、
　前記検知範囲設定手段は、前記所定の範囲を垂直方向に角度調整可能である
　請求項１～３のいずれかに記載の建設機械の後進時衝突防止装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、建設機械の後進時衝突防止装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、建設機械の前進時または後進時において、作業員等が建設機械と接触する事故を
未然に防ぐために、バックカメラや超音波センサ、光学センサ、赤外線センサ等の障害物
検出手段を建設機械に設置し、建設機械の移動範囲内に障害物や作業員等が存在すること
を検出し、建設機械のオペレータや建設機械の移動範囲内に立ち入った作業員等に注意を
促すような衝突を防止する装置が建設機械に装着されていた。
【０００３】
　例えば、特許文献１には、図１３（ａ）および図１３（ｂ）に示されるように、タイヤ
ローラの前部および後部に超音波センサと赤外線センサとを設け、超音波センサと赤外線
センサとからの入力信号にもとづいて、タイヤローラへの接近者に対して警報を出力し、
さらに、自動的にタイヤローラのエンジンを止めたり、前後進レバーを中立位置にして当
該タイヤローラを非常停止する発明が記載されている。
【０００４】
　また、特許文献２には、図１４（ａ）に示されるように、トンネル坑内等で使用される
バッテリーロコの前方に連結される台車１の前部に、レーザースキャン装置を設け、障害
物までの距離に応じて段階的に警報を出力するとともに、バッテリーロコの停止制御を行
う発明が記載されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開平８－２１８３１０号公報
【特許文献２】特開２０１１－１０３０８４号公報
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【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　しかしながら、前述した従来の障害物検出装置や停止制御方法は、作業員が頻繁に立ち
入る可能性のある建設現場や、周辺に構造物や障害物が複数存在する建設現場において、
障害物の検知範囲を柔軟に設定したり一時的に検知を解除できるようなものではなかった
。また、建設車両が走行する地盤に比較的大きな起伏があるような場合、当該地盤の起伏
を障害物として誤検出してしまうという問題があった。
【０００７】
　例えば、図１４（ｂ）に示されるように、障害物の検出装置２の検知範囲３に、地盤の
起伏４が存在する場合、従来の検出装置や検出方法では頻繁に警報が発せられるとともに
、建設機械の停止制御が実行されて度々建設機械が停止するような事態が発生してしまう
。つまり、前述した特許文献１および特許文献２に記載された従来の装置は、建設機械の
運転を再開するために検出された障害物を撤去することが前提となっており、図１４（ｂ
）に例示したような撤去できない地盤の起伏がある状態で建設機械の運転を再開するには
、検出装置自体を無能力化するしかない。
【０００８】
　そこで、本願発明は、幅広い現場環境に好適に適用可能であるとともに、各種建設機械
に容易に装着することが可能な建設機械の後進時衝突防止装置を提供することを目的とす
る。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
（１）少なくとも建設機械（建設機械１）後方の所定の範囲（検知範囲ＤＲ）において物
体の存在を検知する側域センサ（側域センサ１０）と、前記建設機械（建設機械１）の走
行を停止制御する停止制御手段（駐車ブレーキバルブ２０）と、前記停止制御を解除する
停止制御解除手段（非常ブレーキ解除スイッチＢ）と、を少なくとも有し、前記建設機械
（建設機械１）の後進時に前記側域センサ（側域センサ１０）が前記物体の存在を検知し
たことによって前記停止制御手段（駐車ブレーキバルブ２０）により当該建設機械（建設
機械１）が前記停止制御され、前記停止制御解除手段（非常ブレーキ解除スイッチＢ）へ
の解除操作によって前記停止制御が解除され得ることを特徴とする建設機械の後進時衝突
防止装置。
【００１０】
　上記（１）の構成によれば、側域センサ１０を使用することによって、建設機械１後方
の検知範囲ＤＲにおいて障害物の存在や作業員の立ち入りを確実に検知することが可能と
なるとともに、地盤の起伏を障害物として誤検知する事態を抑制することが可能となる。
さらに、後進時に障害物の存在や作業員の立ち入りを検知したことによって建設機械１の
走行を自動的に停止させて接触事故を未然に防止することができる。また、駐車ブレーキ
バルブ２０に通電することによって建設機械１への停止制御を解除する非常ブレーキ解除
スイッチＢを設けることによって、障害物等の検知時や側域センサ２０の誤検知時、さら
には建設機械１周辺を構造物等に囲まれた狭小箇所で建設機械１を走行させたい場合等に
、再び建設機械１を移動することが可能となる。
【００１１】
（２）前記所定の範囲（検知範囲ＤＲ）を設定する検知範囲設定手段を有し、前記検知範
囲設定手段は、前記建設機械（建設機械１）の制動能力に応じて当該建設機械後方の検知
距離（検知距離Ｌ）が設定される検知距離設定手段を備えている上記（１）に記載の建設
機械の後進時衝突防止装置。
【００１２】
　上記（２）の構成によれば、建設機械１が制動を開始してから停止できるまでの制動距
離、すなわち制動能力に応じて検知距離Ｌを設定することが可能であるため、種々の建設
機械１に対応して後進時衝突防止装置を取り付けることが可能となる。
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【００１３】
（３）前記所定の範囲（検知範囲ＤＲ）を設定する検知範囲設定手段を有し、前記検知範
囲設定手段は、前記建設機械後方及び建設機械側方を前記所定の範囲（検知範囲ＤＲ）と
して設定可能である上記（１）または上記（２）に記載の建設機械の後進時衝突防止装置
。
【００１４】
　上記（３）の構成によれば、検知角度の大きな側域センサ１０を使用することにより、
図１（ｂ）や図３に示されるように、建設機械１の後方および側方を同時に監視すること
が可能となる。
【００１５】
（４）前記所定の範囲（検知範囲ＤＲ）を設定する検知範囲設定手段を有し、前記検知範
囲設定手段は、前記所定の範囲（検知範囲ＤＲ）を垂直方向に角度調整可能である上記（
１）～（３）のいずれかに記載の建設機械の後進時衝突防止装置。
【００１６】
　上記（４）の構成によれば、例えば、図２（ａ）に示されるように、建設機械１におけ
る側域センサ１０の設置箇所が高い場合、斜め下方に検知範囲ＤＲを設定することによっ
て、障害物を適切に検知することが可能となる。また、図２（ｂ）に示されるように、地
盤に大きな起伏があるような現場環境においては、斜め上方に検知範囲ＤＲを設定するこ
とによって、地盤の起伏を誤検出するような事態の発生をさらに抑制することが可能とな
る。
【図面の簡単な説明】
【００１７】
【図１】本発明における、側域センサの検知範囲の一例を示す側面図および平面図である
。
【図２】本発明の他の実施形態における、側域センサの検知範囲の一例を示す側面図であ
る。
【図３】本発明の他の実施形態における、側域センサの検知範囲の一例を示す平面図であ
る。
【図４】本発明における、側域センサの設置態様の一例を示す側面図および正面図である
。
【図５】本発明における、側域センサの検知範囲および検知範囲の設定態様の一例を説明
する図である。
【図６】本発明における、側域センサの検知距離を複数選択可能な設定操作盤の一例を示
す正面斜視図である。
【図７】本発明の後進時衝突防止装置の制御態様において、建設機械のエンジン始動時の
制御態様を説明する回路図である。
【図８】本発明の後進時衝突防止装置の制御態様において、建設機械の前進時の制御態様
を説明する回路図である。
【図９】本発明の後進時衝突防止装置の制御態様において、建設機械の後進時の制御態様
を説明する回路図である。
【図１０】本発明の後進時衝突防止装置の制御態様において、建設機械後進時に障害物等
を検出した時の制御態様を説明する回路図である。
【図１１】本発明の後進時衝突防止装置の制御態様において、障害物等を検出した後、制
動状態を解除した時の制御態様を説明する回路図である。
【図１２】本発明の後進時衝突防止装置の制御フローの一例を示すフローチャートである
。
【図１３】特許文献１に記載された従来技術を説明する図である。
【図１４】特許文献２に記載された従来技術を説明する図である。
【発明を実施するための形態】
【００１８】



(5) JP 2019-31823 A 2019.2.28

10

20

30

40

50

　以下、図面を参照しつつ、本発明の建設機械の後進時衝突防止装置（以下では、単に「
衝突防止装置」と記載することがある。）について、実施例に基づいて説明する。
【００１９】
　本発明の建設機械の後進時衝突防止装置の一実施例として、図１（ａ）および図１（ｂ
）には、建設機械１（図示の実施例はホイールローダである。）への衝突防止装置の装着
例を示す側面図および平面図が示されている。本実施例では、建設機械１の後部のカウン
タウエイト上に側域センサ１０が設置され、建設機械１が後進する際、当該建設機械１の
後方に存在する障害物や作業員等を検知する側域センサ１０の検知範囲ＤＲが設定されて
いる。
【００２０】
　本実施例で使用される側域センサ１０は、図４（ａ）の正面図および図４（ｂ）の側面
図に示されるような外観形状を有し、半導体レーザが光学窓１１から照射され、検知範囲
ＤＲをスキャンすることで、当該検知範囲ＤＲ内に存在する障害物や作業員等を検知する
ものである。
【００２１】
　また、上記側域センサ１０は、図５（ａ）に示されるように、最大の検知角度ＤＡが２
７０度の１軸走査型の側域センサ１０であり、広範囲の検知範囲ＤＲを設定することが可
能となっている。さらに、図５（ｂ）に示されるように、最大の検知距離Ｌは６ｍであり
、例えば、図５（ｂ）に図示されている検知範囲ＤＲ－Ａのように、任意の二次元形状を
検知範囲ＤＲとして設定することが可能である。
【００２２】
　さらに、上記側域センサ１０は応答時間が６６ｍｓｅｃと非常に高速であるので、建設
機械１の後進時に突然作業員が建設機械１の後方に立ち入った場合であっても即座に検知
することが可能である。
【００２３】
　上記側域センサ１０の建設機械１への設置態様については、図１（ｂ）に示されるよう
に建設機械１の後部に設置し、建設機械１の後方に存在する作業員や車両、構造物等の障
害物を検知するために、検知高さｈが概ね１～１．５ｍとなるように側域センサ１０を設
置している。
【００２４】
　また、検知幅Ｗは建設機械１の幅員に応じて適宜設定すること可能である。なお、側域
センサ１０は前述したように検知可能範囲において任意の二次元形状の検知範囲ＤＲを設
定することが可能であるので、当該側域センサの設置位置が建設機械１の中心位置から左
右にずれていても、図１（ｂ）に示されるように適切な検知範囲ＤＲを設定することが可
能である。
【００２５】
　また、建設機械１後方の検知距離Ｌについては、本発明の衝突防止装置が装着される建
設機械１の制動能力に応じて設定される。すなわち、想定される建設機械１の後進時の走
行速度域において、側域センサ１０が建設機械１後方の障害物を検知してから建設機械１
が自動的に停止するまでの制動距離に応じて、障害物との衝突を十分に回避できる距離を
検知距離Ｌとして設定する。
【００２６】
　本実施例では、図６に示されているような、側域センサ１０の検知距離Ｌを複数の検知
距離Ｌの中から選択可能な設定操作盤１７を建設機械１の運転席周辺に設けている。
【００２７】
　上記設定操作盤１７には、設定される検知距離Ｌごと（本実施例では４ｍ、５ｍ、６ｍ
の３種類）に設けられた検知距離設定スイッチ１８が配置され、設定状態に応じて点灯す
るランプ１８ａが配置されている。これにより、衝突防止装置が装着される建設機械１の
制動能力（制動距離）に応じて容易に検知距離Ｌの設定が可能となる。
【００２８】
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　また、上記設定操作盤１７には、衝突防止装置の稼動状態を示す稼動ランプ１９が配置
されており、当該稼動ランプ１９の点灯によって、衝突防止装置が有効に稼動し、検知範
囲ＤＲの障害物検知機能が働いていることを、建設機械１のオペレータが常に確認するこ
とができる。
【００２９】
　（制御構成）
　以下に、本実施例の制御構成について、図７～１１の制御回路図１００および図１２の
制御フローにもとづいて説明する。
【００３０】
　図７には、建設機械１のエンジン始動時の制御回路図が示され、通電状態が太線で図示
されている。前後進操作レバー５０がニュートラル状態において、エンジンの始動操作に
よってスタータスイッチ４０がＯＮ状態となり、図示のような通電状態となる。なお、駐
車ブレーキスイッチＰＢはＯＮ状態であるとき、図示のようにオープン状態となり、駐車
ブレーキバルブ２０に通電されないため、建設機械１の車輪は制動状態が維持されて停止
している。（図１２のＳ２００）
【００３１】
　図８には、建設機械１が前進する際の制御回路図が示され、通電状態が太線で図示され
ている。建設機械１のオペレータが駐車ブレーキスイッチＰＢを押圧操作してＯＦＦ状態
（制動解除）にし（図１２のＳ２０１）、さらに、前後進操作レバー５０を前進位置に変
位させることで、図示のような通電状態となる。側域センサ１０内の制御回路内では、障
害物の検知時以外、制御スイッチＳＳＷが図示のようにクローズ状態となっており、駐車
ブレーキバルブ２０に通電されるので、建設機械１の車輪は制動状態が解除されて前進す
ることが可能となる。（図１２のＳ２０２）
【００３２】
　図９には、建設機械１が後進する際の制御回路図が示され、通電状態が太線で図示され
ている。建設機械１のオペレータが駐車ブレーキスイッチＰＢを押圧操作してＯＦＦ状態
（制動解除）にし（図１２のＳ２０１）、さらに、前後進操作レバー５０を後進位置に変
位させることで、図示のような通電状態となる。前後進操作レバー５０が後進位置に変位
されると、側域センサ１０の電源回路に通電され、当該側域センサ１０は稼動状態となり
、検知範囲ＤＲにおける障害物の検知動作が開始される（図１２のＳ２０３）。
【００３３】
　併せて、建設機械１の運転席に設けられている設定操作盤１７（図６参照）において、
稼動ランプ１９が点灯され、建設機械１のオペレータは衝突防止装置が有効に稼動してい
ることを確認することができる。検知範囲ＤＲ内において障害物が検知されていない場合
は、図示されるように側域センサ１０内の制御スイッチＳＳＷがクローズ状態となって駐
車ブレーキバルブ２０に通電されるので、建設機械１の車輪は制動状態が解除され、後進
することが可能となる。
【００３４】
　図１０には、建設機械１の後進中において、側域センサ１０が建設機械１後方の検知範
囲ＤＲ内において障害物を検知した際の制御回路図が示され、通電状態が太線で図示され
ている。側域センサ１０が検知範囲ＤＲ内において障害物を検知したことにもとづいて、
当該側域センサ１０内の制御スイッチＳＳＷが図示されるようにただちにオープン状態と
なる。これにより、駐車ブレーキバルブ２０は電断状態（図１２のＳ２０４）となって建
設機械１の車輪に制動力が加わり、建設機械１が停止する（図１２のＳ２０５）。
【００３５】
　図１１には、側域センサ１０が検知範囲ＤＲ内において障害物を検知したことにもとづ
いて建設機械１が停止した後、再び後進する際の制御回路図が示され、通電状態が太線で
図示されている。検知範囲ＤＲ内で検知された障害物が、作業員や他の建設機械など、容
易に検知範囲ＤＲ外に移動可能なものであれば、障害物が検知範囲ＤＲ外に離脱した時点
で非検知状態となって（図１２のＳ２０６）、側域センサ１０内の制御スイッチＳＳＷが
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クローズ状態となり、駐車ブレーキバルブ２０に通電される。これにより、建設機械１の
車輪は制動状態が解除され、再び後進することが可能となる。
【００３６】
　しかし、検知された障害物が構造物や地盤の起伏等であった場合は、検知範囲ＤＲから
容易に移動することができないので、その後、全く建設機械１が後進できないこととなる
。本実施例ではこのような事態に対処するために、図１１に示されるように非常ブレーキ
解除スイッチＢが建設機械１の運転席周辺に設けられている。当該非常ブレーキ解除スイ
ッチＢをオペレータが操作（図１２のＳ２０６）することよって駐車ブレーキバルブ２０
に通電することが可能となり、建設機械１の車輪の制動状態が解除（図１２のＳ２０７）
されて再び後進することが可能となる。
【００３７】
　本実施例では、上記非常ブレーキ解除スイッチＢを前後進操作レバー５０のグリップ部
に設け、前後進操作レバー５０の操作と、非常ブレーキ解除スイッチＢの操作とをグリッ
プ部から手を離すことなく行えるようにして操作性の向上を図っている。
【００３８】
　なお、本実施例では上記非常ブレーキ解除スイッチＢの操作によって建設機械１の車輪
の制動状態が解除された場合であっても、側域センサ１０の検知機能自体は解除されない
ので、引き続き建設機械１後方の障害物を検知し、オペレータや周辺作業員等に対して警
報音等によって報知が行われる。当該報知態様としては、障害物の存在だけでなく、障害
物までの距離等を認識できるように逐次音声等によって報知する構成とすることが好まし
い。
【００３９】
（他の実施形態）
　本発明に係る建設機械の後進時衝突防止装置の実施例については上記したとおりである
が、本発明の実施形態は必ずしも上記実施例に限定されるものではない。
【００４０】
　例えば、上記実施例で使用されている側域センサ１０は、１軸走査型の測域センサ１０
を使用し、検知範囲ＤＲを二次元形状で設定するものであったが、２軸走査型の側域セン
サ１０を使用し、検知範囲ＤＲを三次元形状で設定することも可能である。これにより、
より障害物の検知精度を高めることが可能となる。
【００４１】
　また、上記実施例では、図１（ａ）に示されるように、側域センサ１０の検知範囲ＤＲ
を水平状態にある建設機械１と平行に設定していたが、このような態様に限定されるもの
ではなく、例えば、図２（ａ）に示されるように、斜め下方に検知範囲ＤＲを設定するこ
とも可能であり、このようにすることで、側域センサ１０を建設機械１の高い箇所に設置
せざるを得ない場合であっても、障害物を適切に検知することが可能となる。
【００４２】
　さらに、図２（ｂ）に示されるように、斜め上方に検知範囲ＤＲを設定することも可能
であり、このようにすることで、地盤に大きな起伏があるような現場環境において、地盤
の起伏を障害物として誤検出するような事態の発生をさらに抑制することが可能となる。
【００４３】
　また、上記実施例では、図１（ｂ）に示されるように、建設機械１の後部に一つの側域
センサ１０を設けて検知範囲ＤＲを設定していたが、複数の側域センサ１０を建設機械１
に設置するようにしてもよく、例えば、図３に示されるように、二つの側域センサ１０ａ
および１０ｂを建設機械１後部の側方に設置し、それぞれ検知範囲ＤＲ１およびＤＲ２を
設定することで、建設機械１の側方を含めた広い範囲の障害物を検出することが可能とな
る。
【００４４】
　また、上記実施例では、図１（ａ）に示されるように、建設機械１の後部のカウンタウ
エイト上に側域センサ１０を設置しているが、建設機械１の機種によっては必ずしも側域
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センサ１０の設置面が水平面であるとは限らない。さらに、上記段落００４１、００４２
に記載されているように、検知範囲ＤＲを下方または上方に傾斜させる場合においても、
側域センサ１０の設置面の角度調整が必要となることがある。このような状況に対応する
ために、例えば、図４に示される角度調整台座を建設機械１と側域センサ１０との間に設
けてもよい。
【００４５】
　図４に示される角度調整台座は、建設機械１の設置面に固定板１３とセンサ載置板１２
を有し、センサ載置板１２は一方がヒンジピン１４で回転可能に構成され、他方のナット
１５を緩めることで摺動溝１６の範囲内で角度調整することができるように構成されてい
る。このような構成によって、光学窓１１から照射されるレーザ光の照射方向（角度）Ｉ
Ｄを適切に調整することが可能となる。
【００４６】
　本実施例では、上記非常ブレーキ解除スイッチＢを前後進操作レバー５０のグリップ部
に設けているが、当該非常ブレーキ解除スイッチＢの操作方法として、オペレータが押圧
操作を継続している間のみ、駐車ブレーキバルブ２０に通電し、建設機械１の車輪の制動
状態が解除されるように構成してもよい。このように構成することにより、オペレータが
安易に制動状態を解除したまま建設機械１の運転を行うという事態を防ぐことができる。
【００４７】
　以上、本発明の様々な実施形態について図面にもとづいて説明したが、具体的な構成は
、これらの実施形態に限定されるものではない。本発明の範囲は、上記した実施形態の説
明ではなく特許請求の範囲によって示され、さらに特許請求の範囲と均等の意味および範
囲内でのすべての変更が含まれる。また、上記実施例に記載された具体的な寸法形状等は
本発明の課題を解決する範囲において、変更が可能である。
【符号の説明】
【００４８】
１　　建設機械
１０　側域センサ
２０　駐車ブレーキバルブ
ＤＲ　検知範囲
Ｂ　　非常ブレーキ解除スイッチ
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